
１．新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の概要

〇

〇

〇

２．交付対象事業一覧 （単位：円）

外部有識者評価

国庫
補助額

交付金
充当額

起債
予定額

その他

131,637,686 131,637,686 0 129,724,000 0 1,913,686 0

1 単 地域振興券発行事業 都市創生課

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大によ
る外出自粛等の影響を受けている町内事業者
への経済対策及び町民への生活支援を図る
ため、商工会と連携して地域振興券を発行す
る。
②地域振興券の発行
③地域振興券発行補助金：1,400円×53,083枚
＝74,316,200円、地域振興券作成等業務委
託：1,533,400円、地域振興券封入封緘業務委
託：171,314円、郵送料：4,610,342円、案内文
書・封筒印刷：288,842円
④町内在住者

R3.6 R4.3 80,920,098 80,920,098 0 80,920,098 0 0 0
①非常に効果
的であった

利用率が約94.4％となっ
ており、地域振興券の発
行を行うことで、住民の
生活支援に加え、地域経
済の循環・活性化に寄与
することができた。

有効多数
（有効10　無回答1）

2 単
公共施設等感染症対策整
備事業

安全安心課

①役場庁舎におけるトイレ等の洗面器自動水
栓や自動照明への改修、和式トイレの洋式化
を行い、接触機会の軽減やウイルスの飛散防
止など衛生環境の改善を図ることで感染予防
対策をより一層強化し、職員や利用者の感染
リスク軽減に万全を尽くす。
②トイレ等の洗面器自動水栓や自動照明への
改修、和式トイレの洋式化
③役場庁舎
洗面器自動水栓（27か所）及び和式トイレ洋式
化工事（16か所）：8,523,900円、自動照明工事
（15か所）：806,300円
④地方公共団体

R3.6 R4.2 9,330,200 9,330,200 0 7,416,514 0 1,913,686 0
②相当程度効
果があった

多くの住民が利用する役
場庁舎において、感染症
対策として、トイレ利用に
際し極力非接触とするこ
とで、トイレ利用時におけ
る感染リスクを低減する
ことができた。

有効多数
（有効10　無回答1）

3 単 事業者支援金給付事業 都市創生課

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴
う経済活動への影響が全国的に生じている状
況を踏まえ、売上額に影響のあった町内の事
業者を対象に、事業活動の継続に幅広く活用
できる事業者支援金を支給する。
②事業者支援金の給付
③事業者支援金：30,000円×229事業者＝
6,870,000円、郵送料：17,388円
④町内事業者

R3.9 R4.3 6,887,388 6,887,388 0 6,887,388 0 0 0
②相当程度効
果があった

スピード感をもって制度
設計や給付を行うこと
で、町内事業者を支援す
ることができた。

有効多数
（有効10　無回答1）

4 単
指定管理施設感染症対策
支援事業

都市創生課

①各公共施設の貸館について利用人数の制
限や施設使用料の減額措置を行い、利用者の
新型コロナウイルス感染症の感染リスク軽減
に万全を尽くすなか、利用者収入が減少する
ことなどから、指定管理にあたり必要となる施
設の設備維持等にかかる費用に活用できる支
援金を支給する。
②支援金
③文化振興センター支援金　4,000,000円
④指定管理者（斑鳩町文化振興財団）

R4.3 R4.3 4,000,000 4,000,000 0 4,000,000 0 0 0 ②相当程度効
果があった

公共施設に対し、設備維
持の支援を行うことで、
新型コロナウイルス感染
症の施設運営への影響
を最小限に抑えることが
できた。

有効多数
（有効10　無回答1）

斑鳩町　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金に係る事業実施評価表（令和３年度）

新型コロナウイルスの感染拡大を防止するとともに、感染拡大の影響を受けている地域経済や住民生活を支援し地方創生を図るため、地方公共団体が地域の実情に応じてきめ細やかに必要な事業を実施できるよう、国が令和２年度に新型コロナウイルス感染
症対応地方創生臨時交付金を創設

Ｎｏ

補
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単
独

交付対象事業の名称
所管課

（令和４年度）

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③決算額の主な内訳（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

実施計画に掲載する事業に対し、交付限度額を上限として交付されるもの

新型コロナウイルス感染症への対応として効果的な対策であり、地域の実情に合わせて必要な事業であれば、原則として使途に制限なし

合計

事業
終期

一次評価

決算額 事業効果 事業成果・評価 事業評価補助対象
事業費

補助対
象外経
費

事業
始期



外部有識者評価

国庫
補助額

交付金
充当額

起債
予定額

その他
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交付対象事業の名称
所管課

（令和４年度）

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③決算額の主な内訳（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業
終期

一次評価

決算額 事業効果 事業成果・評価 事業評価補助対象
事業費

補助対
象外経
費

事業
始期

5 単
子育て世帯臨時特別給付
金給付事業

子育て支援課

①新型コロナウイルス感染症が長期化し、
人々の生活に様々な影響を及ぼす中、子ども
たちを力強く支援し、その未来を拓く観点から、
新型コロナウイルス感染症の影響を受けてい
る子育て世代を支援する取組みとして、所得
制限により国の給付事業の対象外となる世帯
にも町独自で同様に給付する。
②対象児童１人につき100,000円の給付
③給付金　100,000円×305人＝30,500,000円
④児童手当の受給者もしくはそれに準ずる者
で所得制限により国の給付事業の対象外とな
る者

R4.1 R4.3 30,500,000 30,500,000 0 30,500,000 0 0 0 ②相当程度効
果があった

町独自支援として、国の
給付事業の対象外となる
世帯にも給付を行うこと
で、所得による制限を設
けることなく全ての子育
て世帯の支援につなげる
ことができた。

有効多数
（有効10　無回答1）

■一次評価（事業担当課による内部評価）

　事業効果：新型コロナウイルス感染症対策としての目標に対する達成度として、「①非常に効果的であった」、「②相当程度効果があった」、「③効果があった」、「④効果がなかった」から選択

■外部有識者評価（斑鳩町まち・ひと・しごと創生会議における参加者評価）

　事業評価：新型コロナウイルス感染症対策として、「①有効であった」、「②有効とは言えない」から選択

３．外部有識者からの意見と町の考え方

No

1

1

3

3

-

外部有識者からの意見・提言内容（原文） 町の考え方

№１地域振興券発行事業について
新型コロナウイルス感染症の蔓延が長期間つづいていて、地域経済社会の形成に多大な役割を果たしている事業者が疲弊しているとこ
ろに、町内の参加店での利用に限定した「地域振興券」を発行したことによって、事業収益が改善したことと、新たな顧客の獲得にもつな
がったと思われる。

当事業についてご評価いただきありがとうございます。
今後も、斑鳩町の地域内経済を支える小規模事業者を総合的に支援し、その成長や発展を促進する取組みをすすめてま
いりたいと考えます。

一次評価での事業効果（①と②）も適切であると考えます。 今後も、内部評価においても、事業の成果や効果を適正に評価し、必要な施策の実施に努めてまいります。

№１地域振興券発行事業について確認です。
地域振興券は町民一人当たり１，４００円×２枚だと思います。斑鳩町のＨＰでは２０２２年１月３１日現在の町民は２８，２６０人となってお
り、（タイムラグはありますが）２８，２６０×２＝５６，５２０枚の発行になると思いますが、発行枚数が５３，０８３枚だったということは発行し
なかった町民がいるということですか？そうであれば、どういった方へ、どういう理由で発行しなかったのでしょうか。

地域振興券の配布対象者は、令和３年６月３０日において斑鳩町の住民基本台帳に記録されている人としており、２８，１
２１人に対して計５６，２４２枚の地域振興券を給付いたしました。
資料に記載しておりました５３，０８３枚は、地域振興券の利用実績枚数であり、給付した枚数に対して約９４．４％の利用
率でありました。

令和３年度における新型コロナウイルス感染症対策に斯かる各事業については、行政機関として有効な施策であったと思われます。３の
事業者支援金給付事業については給付金額を一律ではなく事業者の事業規模を勘案して決定してもよいのではないかと考えます。

当事業につきましては、新型コロナウイルス感染症の感染拡大や長期化に伴い影響を受けている事業者に対して、迅速
に給付できることを優先して、簡易な申請書の様式や、短時間での審査が可能となるように実施いたしました。今後、町で
補助金について検討する際には、頂戴いたしましたご意見を参考に研究し、検討してまいりたいと考えます。

各事業が、スピーディーに実施されており非常に良かったと思います。３の事業者支援金給付事業について、１事業者に３０，０００円の支
援金給付をされ、一定の効果はあったと思いますが、事業者の支援給付は、国の補助金制度（２０２２年は、事業復活支援金）も併せて周
知し、活用してもらうことで、事業者活動の継続に努めていただければと考えます。

今後も、斑鳩町の地域内経済を支える小規模事業者を総合的に支援するために、斑鳩町商工会と協力しながら国の給付
金制度等の周知に努めてまいります。


